
円 円

( ( 437,163,746 ）

 流   動   資   産 221,581,951  流   動   負   債 108,292,746

現 金 及 び 預 金 53,020,108 買 掛 金 729,300

売 掛 金 1,004,630 未 払 費 用 18,663,380

前 払 費 用 52,645,836 未 払 法 人 税 等 91,500

短 期 貸 付 金 103,467,413 未 払 消 費 税 等 4,865,799

未 収 入 金 11,443,964 契 約 負 債 59,595,879

 固   定   資   産 549,702,917 賞 与 引 当 金 24,091,362

投資その他の資産 549,702,917 預 り 金 255,526

投 資 有 価 証 券 208,000,000  固   定   負   債 328,871,000

関 係 会 社 株 式 1,951,646 退 職 給 付 引 当 金 541,000

繰 延 税 金 資 産 53,983,271 預 り 保 証 金 328,330,000

敷 金 保 証 金 285,768,000

( 334,121,122 ）

 株　主　資　本 334,121,122

50,000,000

100,000,000

資 本 準 備 金 12,500,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 87,500,000

184,121,122

そ の 他 利 益 剰 余 金 184,121,122

繰 越 利 益 剰 余 金 184,121,122

( 9,027,405 ）

771,284,868 771,284,868

（ 資 産 の 部 ） 771,284,868 ） （ 負 債 の 部 ）

貸   借   対   照   表

（2024年12月31日現在）

資 産 金 額 負 債 及 び 純 資 産 金 額

合　　　　　　計

（ 純 資 産 の 部 ）

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

合　　　　　計

（ 当 期 純 利 益 ）



個 別 注 記 表 
 

 

 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （1） 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、 

移動平均法により算定） 

 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

（2） 引当金の計上基準 

①賞与引当金  従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため会社の規定により計上しています。 

②退職給付引当金       退職給付引当金は従業員の退職金支払に備えるため会社の規定により計上しています。 

   

 (3) 収益および債権 

当社は、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。 

ステップ１：顧客との契約を識別する 

ステップ２：契約における履行義務を識別する 

ステップ３：取引価格を算定する 

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務に配分する 

ステップ５：履行義務を充足した時点で（または充足するに応じて）売上高を認識する 

当社は不動産事業、損害保険代理店、及び(株)ダイフクの損害保険事務代行業務のサービスを提供しています。これらのサービス

役務に関しては、履行義務が充足される役務提供完了時点で収益および債権を認識しています。また、取引価格は、顧客との契約に

おいて約束された対価で算定しております。なお、返品に関する重要な契約および重要な変動対価はありません。 

履行義務を充足した後の通常の支払期限は、請求月から概ね１ヶ月以内です。また、顧客との契約には重大な金融要素が含まれて

いません。 

  

２. 会計方針の変更に関する注記 

該当事項はありません。 

 

３. 表示方法の変更に関する注記 

該当事項はありません。 

 

４. 誤謬の訂正に関する注記 

該当事項はありません。 

 

５． 株主資本等変動計算書に関する注記 

  当該事業年度の末日における発行済株式の数     1,900 株 

 

６. その他の注記 

該当事項はありません。 

 


